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2013年度第1四半期決算の概要
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静岡銀行の特徴



県内貸出金シェアの推移

26.0 26.5 27.3
28.9

30.3 30.2 30.2

24.5 23.9 23.9 23.9 24.0 23.6

10.0 9.8 9.4 9.2 9.0
8.0 7.2 6.7 6.8

28.0
29.1

24.4 24.2 24.2

04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度

信用金庫

静岡銀行

メガバンク

総貸出金平残の推移

（億円）

34,118 35,109 36,853 38,585 40,660 42,411 42,766 44,119 44,458

04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度

うち静岡県内 ＋＋16,53116,531

＋＋10,34010,340

51,862
54,955

57,913
61,432

50,163

62,752 63,256

16,908 17,305
18,019

18,744
19,499 20,059 19,942 20,274 20,501

04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度

うち静岡県内

（億円）

中小企業向け貸出金残高（平残）の推移

20,949
21,835

23,157
24,375

25,403 25,561

＋＋5,85,83311

＋＋3,5933,593

25,798

消費者ローン残高（平残）の推移

（億円）

2004年度から8年間で、貸出金平残は＋1兆6,531億円増加、うち静岡県内では＋1兆340億円増加

中小企業向け貸出金平残＋5,831億円増加、消費者ローン平残＋8,881億円増加

65,177

（％）

26,362

22,439

貸出金と県内シェア推移

66,694

11,966 12,914
14,043

15,119 16,107 16,965 17,666 18,257 18,688

04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度

うち静岡県内

26,780

14,164
15,281

16,727
18,192

19,553
20,740

＋＋8,8,881881

＋＋6,6,722722

21,668

23,045

9次中計 10次中計 11次中計
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ビジネスマッチング、次世代経営者塾「Shizuginship」、経営改善・事業再生支援を3つの柱とした
ソリューション営業の展開により、取引先とのリレーションを一層強化

こうした先進的な取組みが静岡県内における貸出金シェアの増加に結びついている

地域密着型金融への取組み

経営改善・事業再生支援への取組み

ビジネスマッチング次世代経営者塾「Shizuginship」

販路拡大などを通じたお取引先の業容拡大の支援次世代を担う若手経営者に対する研鑽と交流の｢場｣の提供

M&A、DDSなどの手法に加え、外部機関の調整機能を活用
（件）

会員数（13年3月末）／855社、1,287名
2012年度セミナー・視察会等への延べ参加者数 2,575名

2

スズキ㈱やヤマハ㈱といった静岡県を代表する企業にサポート

カンパニーとして参画していただき、講師の派遣や視察の受入

など運営面での支援を受け、地域一体となった後継者育成に取

り組んでいる

2006年2月から農林水
産業者、食品加工業者
と仕入企業との商談会
｢しずぎん@gricom｣を
定期的に開催

個別企業を対象とした

｢点｣の再生のみならず、

地域全体の活性化につ

ながる｢面｣の再生、例

えば市街地の活性化や

温泉地の再生について

も、他の金融機関や行

政とも連携して取り組

んでいる

静岡銀行

Shizuginship会員

アドバイザリーボード

各種イベント・
セミナー

Webによる
情報提供

要望

意見

連携

サポートカンパニー
会員より

選出

〔静岡県内の代表的な企業〕 地域企業からの
賛同と積極的な支援

地域企業からの
賛同と積極的な支援

次世代経営者育成

会員同士の人脈形成

次世代経営者育成

会員同士の人脈形成

【Shizuginshipの運営体制】

活動のサポート

（件、億円）

⇒食品関連事業者の
販路開拓支援により、
静岡県内のフードビ
ジネスの発展を目指
している

3,149

3,589
3,953

419

598

312

10年度 11年度 12年度

成約実績

融資獲得額

17
17

15

10年度 11年度 12年度

取組対象企業数 支援完了件数

60 62
55



海外2社、国内1社の格付機関から、高水準の格付を取得

ムーディーズ社による長期格付は、日本国債と同水準の「Ａａ３」と、邦銀では最高水準

※スタンドアローン評価

スタンダード＆
プアーズ

スタンダード＆
プアーズ

ムーディーズムーディーズ

格付投資情報センター格付投資情報センター

Ａａ３Ａａ３ Ｐ－１Ｐ－１ Ｃ＋Ｃ＋

Ａ＋Ａ＋ Ａ－１Ａ－１ ａ＋ ※ａ＋ ※

ＡＡＡＡ －－ －－

長期格付 短期格付 財務格付

邦銀トップ水準の格付 （2013年７月１日現在）

静岡銀行の高い信頼性
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2013年度第1四半期決算の概要



＋0.6＋4676実質業務純益※1

△1.4△201,463業務粗利益

前年度比
12年度

増減率増減額〔単体〕 （億円、％）

△13.6△38239法人税等合計 （△）

△2.2△381,710経常収益

＋4.6＋29652経常利益

＋18.0＋62409当期純利益

一般貸倒引当金繰入額 (△)

基礎的業務純益※2

経 費 (△)

△49.3
△48.3
＋79.1

△5
△3

＋23

5
4

△6

うち不良債権処理額 （△）
うち貸倒引当金戻入益
うち株式等関係損益

＋50.9＋25△24臨時損益

＋0.6＋4676業務純益

－－－

△3.2△19579

△3.0△24787

△5.5
＋1.3

＋2,629.9
＋61.4
＋30.9

△70
＋2

＋10
＋38
＋23

1,203
149
10

100
97

資金利益
役務取引等利益
特定取引利益
その他業務利益
（うち国債等債券関係損益）

※1 実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
※2 基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

資金運用収益の減少（△65億円）を主因に、前年度比
△38億円の1,710億円を計上

株式等関係損益の改善（＋23億円）に加え、不良債権
処理額の減少（△5億円）等により、前年度比＋29億円
の652億円を計上

税率変更に伴う法人税等の減少（△38億円）等により、
前年度比＋62億円の409億円を計上

前年度比△38億円減収(５期連続)経 常 収 益

前年度比＋29億円増益(４期連続)経 常 利 益

前年度比＋62億円増益(2期振り)当 期 純 利 益

2012年度決算概要

+55.3+333936包括利益

+53.2+198570連結当期純利益

+3.6+25713連結経常利益

△1.0△202,031連結経常収益

増減率増減額〔連結〕 （億円、％）

前年度比
12年度

前年度比△20億円減収(５期連続)連 結 経 常 収 益

前年度比＋25億円増益(４期連続)連 結 経 常 利 益

前年度比＋198億円増益(４期連続)連結当期純利益

前年度比△20億円減益(３期連続)業 務 粗 利 益

国債等債券関係損益の増加（＋23億円）等によりその他業
務利益が増加（＋38億円）したものの、資金利益の減少
（△70億円）により、前年度比△20億円の1,463億円を
計上
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＋８１

＋１１３

△１

＋２

＋１２

＋１６

＋９７

ー

＋８４

＋９７

△０

＋８０

△ ２

＋２

＋１７

（＋１３）

＋９７

＋１６０

前年
同期比

１３８

２１８

３

５

△１４

△１１

２２９

ー

１４６

２２９

２０５

３１６

３７

０

８１

（８３）

４３４

４９７

12年度
第1四半期

ー３２６実質業務純益

３６．６５３１業務粗利益

進捗率
（年度ﾍﾞｰｽ）

13年度
第1四半期

〔単体〕

※ ３４．６６５７経常収益

４９．４３３１経常利益

５２．１２１９四半期（当期）純利益

一般貸倒引当金繰入額 (△)

基礎的業務純益

経 費 (△)

ー

ー

ー

２

７

△２

うち不良債権処理額 （△）

うち貸倒引当金戻入益

うち株式等関係損益

ー５臨時損益

４７．９３２６業務純益

ーー

ー２３０

２６．２２０５

ー

ー

ー

ー

ー

３９６

３５

２

９８

（９６）

資金利益

役務取引等利益

特定取引利益

その他業務利益

（うち国債等債券関係損益）

※業績予想の修正を反映済み

2013年度第1四半期決算概要

△４２
（ ＋８７）

＋１２３

＋１７６

前年
同期比

２７４
（１４５）

２３２

５７４

12年度
第1四半期

進捗率
（年度ﾍﾞｰｽ）

13年度
第1四半期

〔連結〕

※ ３３．６７５０経常収益

４９．３３５５経常利益

５１．６
２３２

（２３２）
四半期（当期）純利益
（負ののれん発生益除き）

〃有価証券利息配当金

うち貸出金利息 ＋３８

＋１３３

＋２３４国際業務部門

前年
同期比

１１

１４６
（９５）

２２６

３６２

３９６

13年度
第1四半期

＋８０合 計

△２〃預金等利息 （△）

＋９１
（＋９５）

〃有価証券利息配当金
(うち投資信託解約益)

△１５うち貸出金利息

＋７８国内業務部門

〔資金利益〕

・12年度第1四半期に連結子会社の持分比率
引上げに伴う負ののれん発生益129億円を計上
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＋６３６３〃 国債等債券売却損 （△）

＋７７１５９うち国債等債券売却益

＋１３９６国債等債券関係損益

前年
同期比

13年度
第1四半期

〔国債等債券関係損益〕

（億円、％）

（億円、％）



０．３８

０．１６

０．２７

１．９６

２．０７

２．０４

利回り

２．７
（38.7）

４．０
（56.3）

７．１
（100.0）

１．６
（28.2）

４．２
（71.8）

５．８
（100.0）

平残
（構成比）

３．３
（42.3）

４．２
（54.1）

７．８
（100.0）

１．５
（23.5）

５．０
（76.5）

６．５
（100.0）

平残
（構成比）

０．０９

０．０２

０．０５

１．５２

１．４１

１．４４

利回り

うち
定期性預金

うち
流動預金

０．０５
７．９

（100.0）
預 金 等

０．０２
４．２

（53.6）

１．４５
１．５

（22.8）
固定金利

３．３
（41.1）

５．０
（77.2）

６．５
（100.0）

平残
（構成比）

０．１０

１．３９

１．４1

利回り

変動金利

貸出金

2013年６月の預貸金利回り差は1.36％と、2013年3月比 △0.03ポイント縮小

短期金利0.1％上昇時の資金利益増加額は約17億円（2013年6月末基準による試算値）

＋１．３６＋１．３６

1.61
1.55

1.50

1.43 1.40 1.39 1.37 1.36
1.32

1.46
1.41

1.541.57

1.44

1.58

1.29
1.231.27

1.89 1.87 1.84 1.81 1.79
1.731.76

1.69

1.92

11/6月 9月 12月 12/3月 6月 9月 12月 13/3月 6月

円貨貸出金・預金構成の変化

＜参考＞ 〔08年3月〕 〔13年3月〕 〔13年6月〕

＋１．３９＋１．３９〔預貸利回り差〕

△０．０３△０．０３

【2013年3月と2013年6月の平残・利回りの単月比較】

△０．０３

（兆円、％）

△０．００△０．００

貸出金利（月中平均）の推移

うち企業規模別法人貸出金利の推移

0.70 0.66
0.730.770.800.810.82

0.840.87

1.61
1.56

0.42 0.42 0.42 0.40 0.38

1.58
1.53

1.631.651.691.70
1.73

0.38
0.440.46

0.38

11/6月 9月 12月 12/3月 6月 9月 12月 13/3月 6月

個 人

全 体

法 人

大･中堅企業

中小企業

大･中堅企業（ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ）

（％）

（％）

預貸金利回り ～ポートフォリオの変化～
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68,404
65,19164,979

45,09944,17743,992

11年度第1四半期 12年度第1四半期 13年度第1四半期

銀行全体 うち静岡県内

＋＋922922

＋＋3,2133,213 （億円）

貸出金残高(平残)の推移

26,69126,69626,180

20,26020,48220,231

11年度第1四半期 12年度第1四半期 13年度第1四半期

銀行全体 うち静岡県内

（億円）【貸出金増減額内訳（前年同期比）】

23,544
22,813

22,146

19,080
18,615

18,112

11年度第1四半期 12年度第1四半期 13年度第1四半期

銀行全体 うち静岡県内

＋＋465465

＋731

△△222222

（億円）

企業規模別 貸出金残高(平残)の増減 うち中小企業向け貸出金残高(平残)の推移 うち個人向け貸出金残高(平残)の推移

△5

2013年度第1四半期の貸出金平均残高 6兆8,404億円、前年同期比＋3,213億円（年率＋4.9％）

【中小企業向け貸出】
平残 2兆6,691億円

前年同期比△5億円減少

【個人向け貸出】
平残 2兆3,544億円

前年同期比＋731億円増加（年率＋3.2％）

【大･中堅企業向け貸出】
平残 1兆4,186億円

前年同期比＋1,572億円増加（年率＋12.5％）

※ｱﾊﾟｰﾄﾛｰﾝを含む

＋
３
，
２
１
３

（億円）

～～

～～ ～～

貸出金 ～平均残高～

7

大・中堅企業

＋1,572

公共
＋256

海外店
＋659

中小企業

△5

個人
＋73１



3,800
3,452

1,977

1,5481,569

1,100

12年3月末 13年3月末 13年6月末

外貨建貸出金 うち海外店

69,699
66,08865,367

46,03844,71144,425

11年6月末 12年6月末 13年6月末

銀行全体 うち静岡県内

＋＋1,3271,327

＋3,611
（億円）【中小企業向け貸出】

末残 2兆7,509億円
前年同月末比＋171億円（年率＋0.6％）

【個人向け貸出】
末残 2兆3,750億円
前年同月末比＋864億円（年率＋3.8％）

【大･中堅企業向け貸出】
末残 1兆4,548億円
前年同月末比＋1,811億円（年率＋14.2％）

貸出金残高(末残)の推移

（億円）（億円）

～～

2013年度第1四半期の貸出金期末残高 6兆9,699億円、前年同月末比＋３,611億円（年率＋5.5％）

貸出金 ～期末残高～

8

【貸出金増減額内訳（前年同月末比）】

＋
３
，
６
１
１

公共
＋241

海外店
＋524

中小企業

＋171

個人
＋864

企業規模別 貸出金残高(末残)の増減

大・中堅企業

+1,811

うち外貨建貸出金残高(末残)の推移

〔通貨別内訳〕
（億円）

４０その他

３，８００合計

３，５４４米ドル建

７９バーツ建

１３７ユーロ建
＋＋348348



現地金融機関との業務提携によりネットワークを構築。取引先のさまざまなニーズにきめ細かく対応して
きた結果、 融資や外国為替取引において、着実に成果へと結びついている

2013年度第1四半期の海外進出関連融資48億円、海外進出支援を評価されたことによる国内融資37億円
を獲得

●

●

●

●

●

●

●

●
● 静岡静岡上海駐在員事務所

行員2名(総勢3名)

華東師範大学 留学生2名派遣

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ駐在員事務所行員2名(総勢3名)

みずほ銀行研修生1名派遣

中国建設銀行

北京北京
大邱銀行

大邱（テグ）大邱（テグ）

ANZベトナム銀行
(派遣行員1名)

ハノイハノイ

ｶｼｺﾝ銀行(派遣行員3名)
ﾊﾞﾝｺｯｸ銀行

バンコクバンコク

CIMBﾆｱｶﾞ(派遣行員2名)
りそなﾌﾟﾙﾀﾞﾆｱ銀行

ジャカルタジャカルタ

●

みずほ銀行
研修生1名派遣

大連大連

●

新韓銀行

ソウルソウル

香港支店
行員5名(総勢13名)

● 中國信託ホールディング
（中國信託商業銀行）

台湾台湾
●

インドステイト銀行

ムンバイムンバイ

上海銀行

上海上海●

法人部門の取組み ～アジアにおけるネットワーク～

9

※｢国際協力銀行（JBIC）と
同行との協業の覚書｣に参加

●

Bank of the 
Philippine Islands

マニラマニラ

2013年6月提携

３つの海外拠点＋８カ国・地域、１２行の
金融機関と業務提携

３つの海外拠点＋８カ国・地域、１２行の
金融機関と業務提携



68

82
150

42

95

106

94

474

330
259

469

258

49

63

7
36

72

39

60

40

11年度 11年度 12年度 12年度 13年度

事業承継

農業

環境
医療・介護

ソリューション営業 ～成長・未開拓分野への取組み～

「成長・未開拓分野」に対して積極的に取り組み、ソリューション営業の提供を通じて新たな
資金需要の創出に結びつける

法人部門の取組み ～ソリューション営業～

10

507

690

785

（億円）

創業・新事業進出支援への取組み

「しずぎん起業家大賞」の創設（70周年記念事業）
《目的》

革新的な事業プランを持った起業家を表彰し、事業の成長
をサポートすることで、地域経済の活性化に貢献する

応募総数246件の中から受賞者7先を選定(賞金総額 1,000万円)

⇒ 販路開拓、各種コンサルティングなど、グループ機能を
最大限に活用し、事業の成長を積極的にサポート

408

第1四半期

医
療
・介
護

環
境

農
業

事
業
承
継

セミナー開催を通じた情報提供・ニーズ発掘
事業計画策定に向けたコンサルティング
（医療経営士資格保有者（12名）による支援）

環境関連設備導入に向けた資金面のサポート
公的支援策活用に向けたコンサルティング

各種商談会への出展、販路開拓、第6次産業化支援
（農業経営アドバイザー資格保有者（12名）によ
る支援）

重点推進先を定め、グループ会社や静岡県事業
引継ぎ支援センター等の外部機関と連携し、
事業承継ニーズに対応

403

下期下期 上期上期



消費税率引上げ前の駆け込み需要の取り込み、業務プロセス改革による生産性の向上などを通じ、住宅ローン

実行額が増加

住宅ローン実行額の推移

356

496

387

446

486

444

601

551

324

1,794

2,502

1,873
2,263

1,615

2,450
2,172

2,866 2,739

11年度 11年度 11年度 11年度 12年度 12年度 12年度 12年度 13年度

実行額 実行件数

（億円、件）

個人部門の取組み ～消費者ローン～

2012年度に導入した住宅ローン商品の推進

・8つの疾病保障（＋2つの特約）付き住宅ローン

2013年度第1四半期の実績：285億円

付加価値型商品による潜在的なニーズの発掘と
競争優位性の確保

取組み内容

100%

80%

52%
40%

10年度 11年度 12年度 13年度（目標）　

△20％

△48％ △60％

住宅ローン業務にかかる処理時間の削減

※10年度の業務量を100とした場合

消費税率引上げ前の駆け込み需要にも
対応し、2013年度第1四半期の実行額は
551億円（前年同期比＋227億円）

2013年度第1四半期平均新発レート

1.077％(前年度比▲0.069％）

業務プロセス改革により生産性を高め、

実行件数が増加。2013年度第1四半期の

実行件数は2,739件（前年同期比＋1,124件）

11

＋＋227227

＋＋1,1241,124

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 第2四半期 第3四半期第1四半期 第4四半期 第1四半期



78,78376,416
83,013

65,184 67,962
69,753

11年度第1四半期 12年度第1四半期 13年度第1四半期

銀行全体 静岡県内

（億円）

預金等残高（平残）の推移

＋＋1,7911,791

55,981
54,990

52,411 51,682
50,620

48,096

11年度第1四半期 12年度第1四半期 13年度第1四半期

国内店 静岡県内

（億円）【預金等増減額内訳（前年同期比）】

＋＋1,0621,062

預金等残高(平残)増減額の内訳 うち個人預金等残高(平残)の推移

（億円）

＋
４
，
２
３
０

2013年度第1四半期の預金等残高（平残）8兆3,013億円、前年同期比＋4,230億円（年率＋5.4％）

【静岡県内預金】
平残6兆9,753億円

前年同期比＋1,791億円増加（年率＋2.6％ ）

【個人預金】
平残5兆5,981億円

前年同期比＋991億円（年率＋1.8％ ）
〔ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ支店 2,588億円（前年同期比＋705億円）〕

【法人預金】
平残2兆678億円

前年同期比＋1,413億円（年率＋7.3 ％ ）

〔NCD除き 前年同期比＋1,197億円（年率＋6.8％）〕

＋991

＋＋4,2304,230

うち法人預金等残高(平残)の推移

19,402 19,265
20,678

15,078 15,383 15,772

11年度第1四半期 12年度第1四半期 13年度第1四半期

国内店 静岡県内

＋＋389389

＋＋1,4131,413

（億円）

ｵﾌｼｮｱ

＋278

金融・公金

＋458

個人

＋991

海外店

＋1,090

預金等

12

法人
＋1,413
NCD除き
＋1,197



2013年度第1四半期 手数料収益60億円、うち静銀TM証券の経常収益23億円

個人預り資産残高（静銀ティーエム証券含む）7兆2,871億円（2013年3月末比＋972億円増加）

うち資産運用商品残高 1兆6,264億円（同＋13億円増加）

（億円）

18 19 24 21 23 33 23

76 78
82

3772 70
72

15.5%

10.8%11.4% 11.7% 12.2% 13.1% 13.0%

１０年度上期 10年度下期 11年度上期 11年度下期 12年度上期 12年度下期 13年度

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券 役務･特定取引利益

（億円）

手数料収益（銀行・静銀ﾃｨｰｴﾑ証券）

投資信託・保険販売の販売額、手数料の推移

個人預り資産（末残）の推移

470 530 609
475

567

839

520

518
652

711

702

300

581

614

46

33 33

40
37

44

26

10年度上期 10年度下期 11年度上期 11年度下期 12年度上期 12年度下期 13年度1四半期

個人年金保険等

投資信託

手数料収益

1,051 1,048
1,223

3 ,465

2 ,791

4,126
4,087

56 ,606
55 ,647

54 ,736

1

1
1

331

345
355

155
153

144

2 ,906

7 ,106

8 ,711
8 ,898

3,559

12年3月末 13年3月末 13年6月末

（億円）

個人年金
保険

＋187

１
６
，
２
６
４
億
円

円貨預金

＋959

公共債

△115

△39

静銀ﾃｨｰ
ｴﾑ証券

72,871

１
４
，
６
１
９
億
円

90

＋＋1313

89
97

（74）

（ ）は役務取引等利益

（74）

１
６
，
２
５
１
億
円

71,899

（73） （77）

1,278

60

102

手数料収益比率
（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

69,356

1,541

（35）

手数料、預り資産

13

＋＋972972

（71）

96

（72）

115

1,127

820

譲渡性
預金

投資信託

外貨預金

第1四半期



有価証券残高 ２兆2,402億円(2013年3月末比 △2,957億円)､有価証券評価損益1,499億円 (同△306億円)

有価証券残高の推移

（億円）

有価証券関係損益

評価損益がゼロになる水準、10BPV

22,402

２．４８７％

０．４１％

５，９０８円

２６．４億円米国１０年国債外貨債券

６２．１億円５年国債円貨債券

※ ２３．８億円日経平均株式

10BPV評価損益がｾﾞﾛになる水準

※トピックス10ポイント

有価証券

14

809 950

5,392 5,192

2,443 2,622

3,130 3,250
427 548

13,158
9,838

１3年3月末 13年6月末

国債

地方債

社債

株式

外債

その他

（億円）

〈〈地方地方債債〉〉
＋１２１＋１２１

〈〈株式株式〉〉
++１７９１７９

〈〈外債外債〉〉
△△２００２００

〈〈国債国債〉〉
△△３，３２０３，３２０

△△2,9572,957
※（ ）内は13年3月末比

社 債

公社公団債
1,776（＋171）

金融機関債等
1,302（△51）

政府保証債
172（△1）

投資信託
756（＋89）

外貨株式等
195（＋52）その他

〈〈社債社債〉〉
＋１２０＋１２０

＋４３０６１３フランス国債

５，１９２

２７９

２，９２２

１，３７８

13年6月末

＋６７社債・国際機関債

△２００

△１，２９５

＋５９８

13年3月末比

ジニーメイ

合計

米国債

（億円）

〔外債の内訳〕

※保有する社債は、全て「シングルA」以上の外部格付を取得

25,359

８３

８３

12年度
第1四半期 増減

１６０

９６

13年度
第1四半期

＋７７うち国債等債券売却益

＋１３国債等債券関係損益

３

△２

△１１１４うち株式等償却（△）

＋１２△１４株式等関係損益

＋７４８１，４１０６６２うち株式

－13,677.32円9,006.78円日経平均株価

１，４９９ ＋４１４１，０８５有価証券評価損益

＋１．１５年４．６６年３．５１年外債平均残存期間

４．２１年 △０．４１年４．６２年円債平均残存期間

（億円）



与信関係費用 △4億円、与信関係費用比率 △0.02％

△４

２

２

△８

13年度第1四半期

△１３その他不良債権処理額

△２

△４

＋３

前年同期比

６個別貸倒引当金繰入額

合計

一般貸倒引当金繰入額

△２

△１１

12年度第1四半期
（億円）

※数値は合算前の金額を記載

与信関係費用の内訳

△ 38

116

78
31 41

34

31

10 5

△ 8
△ 13

83

△ 45

2
2

0.002%

0.37%

0.004%

0.15%

-0.02%

その他不良債権処理額

個別貸倒引当金繰入額

一般貸倒引当金繰入額

与信関係費用比率

09年度 10年度 11年度 12年度 13年度第1四半期

※与信関係費用比率＝与信関係費用÷貸出金平残

（億円）

与信関係費用

与信関係費用・与信関係費用比率の推移

10年度 11年度 12年度 13年度第1四半期

10億円以上

5億円以上10億円未満

3億円以上5億円未満

1億円以上3億円未満

1億円未満

114

13

92

53

（億円）

与信残高金額階層別の個別貸倒引当金新規発生額推移

９６

２３３

３
１

△４

15



２37億円

1,105億円

91億円

1,978億円

545億円

13年6月末リスク管理債権の内訳

6１億円(3.1％)

1,718億円
(86.9％)

19８億円(10.０％)

1,97８億円

ネットリスク管理債権

部分直接償却額

信用保証協会
保証付貸出金

担保・引当金等

ﾈｯﾄﾘｽｸ管理債権

不良債権のオフバランス化実績

リスク管理債権の総額（単体） 1,97８億円 （2013年3月末比 △57億円）
リスク管理債権比率 2.8３％ （ 同 △0.0８ポイント）
ネットリスク管理債権（単体） 237億円 （ 同 △1億円）
ネットリスク管理債権比率 0.34％ （ 同 ＋0.00ポイント）

2.02 1.99

0.38 0.36 0.32 0.34 0.34 0.34

3.573.643.70

3.263.41

2.91 2.83

1.89
1.98 2.02

1.66% 1.59

0.40

22年度上期 22年度下期 23年度上期 23年度下期 24年度上期 24年度下期 13年度　　　

リスク管理債権比率推移

リスク管理債権のうち信用保証協会保証付貸出

ネットリスク管理債権

リスク管理債権

【破綻懸念先】
1,440億円
カバー率 89.1％

【実質破綻先】
279億円
カバー率100％

【要管理債権】
198億円
カバー率 60.1％

破綻先債権

延滞債権

3ｶ月以上延滞･
貸出条件緩和

債権

２，０３５

△７１４

（△６６９）

＋４６５

１２年度
１３年度

第１四半期

１，９７８リスク管理債権

△１６２

（△１４７）

オフバランス化

(うち破綻懸念先以下)

＋１０５新規発生

△５７

(億円)

延滞なし
76%

延滞 24%

リスク管理債権

16

〔１４７億円の内訳〕
（億円）

０債権売却

２７本人弁済
預金相殺

５３格 上

０直接償却

６７担保処分
代位弁済

（％）

第1四半期



2013年度第1四半期 205億円（前年同期比横ばい）、 OHR（単体）38.6％（同△8.7ポイント）

２１６１０うち建物

１０７５６６投資額

５３５２７うちソフトウエア

うち動産 １１１１４

11年度
13年度

第1四半期
12年度

投資額の推移

（億円）

328 329

438

326(82) 340(86)

441 423(107) 402(104)

40(15)38(16)4144

53.9%
(38.6%)

53.8%
(47.3%)54.7%

53.5%

10年度 11年度 12年度 13年度（予想）

税金
物件費
人件費
ＯＨＲ

（億円）

787(205)810 811 782（205）

経費およびＯＨＲの推移

〔参考〕 新本部棟の建設
～災害への対応力強化、ワークスタイル改革による生産性向上

2014年10月竣工時期

220億円（予定）投資金額

経 費

17

※（ ）は第1四半期



ＢＩＳ自己資本比率(連結ベース) 自己資本およびリスク・アセット等の推移

５．２％７，２１８億円３７５億円

アウトライヤー比率総自己資本の額銀行勘定の金利リスク量

アウトライヤー比率（単体ベース）

2013年6月末 BIS自己資本比率 16.71％（2013年3月末比 △0.75ポイント）

普通株式等TierⅠ比率15.18％（同 △0.37ポイント）

※ 自己資本には、優先株、劣後債務等を含まない

自己資本比率
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２，９５４

１３１

４２，０３２

４５，１１７

６９１

１

６，８５１

７，５４３

13年

6月末

±０

＋１６

＋１，１００

＋１，１１６

△１５１

＋１

＋８

△１４２

13年

3月末比

２，９５４

１１５

４０，９３２

４４，００１

８４２

－

６，８４３

７，６８５

13年

3月末

そ の 他 Ｔ ｉ ｅ Ⅰ

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ相当額に係る額

Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅱ

マ ー ケ ッ ト ・ リ スク 相 当 額に係る額

リ ス ク ・ ア セ ッ ト

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額

自 己 資 本 ※

普 通 株 式 等 Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ

【バーゼルⅢ】 （億円）

＋５９１その他（有価証券未収金等）

△２０５事業法人向け

＋４８５みなし計算（投資信託等）

△１００調整項目等

＋１４０株式等

〔主な増減要因〕

15.18%
15.55%

16.06%

14.40%

17.46%

16.71%15.30%

17.49%

12%

14%

16%

18%

11年3月末 12年3月末 13年3月末 13年6月末

ＴｉｅｒⅠ比率
(中核自己資本比率）

(バーゼルⅢ)(バーゼルⅡ)

普通株式等ＴｉｅｒⅠ比率

ＢＩＳ自己資本比率



１５．００円（７．５円）※１５．００円１３．５０円１３．００円一株当たり配当額（年間）

11年度 12年度 13年度予想10年度

（ ）は中間配当額

４３．９３％

２３．７８％

４０９

１８０

８２

９７

１2年度

７６．３６％

２２．４５％

４２０

３２１

※２２６

９４

13年度予想

６７．６０％

２５．５４％

３４７

２３５

１４６

８９

11年度

６７．２２％

２４．８５％

３５４

２３８

１５０

８８

10年度

３，２０３（累計）当期純利益④

８１９（累計）配当額①

６３０（累計）自己株式取得額②

１，４４９（累計）株主還元額③＝①＋②

２５．５７％（平均）配当性向①/④×100

４５．２３％（平均）株主還元率③/④×100

03～12年度
実績（10年間）

（億円）

配当額の推移

株主への利益配分の状況

2012年度は、創立70周年記念配当として期末配当を1株当たり1円増配し、年間配当額は15円00銭

2013年度は、年間配当額15円00銭（中間配当額、期末配当額ともに7円50銭）を予定

2013年度第1四半期には、20百万株（取得総額 226億円）の自己株式取得を実施済み

株主還元① ～株主配当～
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※記念配当を含む

第11次中計

第11次中計期間における株主還元率 ６２．５０％※13年度自己株式取得額は第1四半期までの実績



過去の自己株式取得実績

43.914,95320,0008,23910,0002012年度

61.3128,891140,404145,916161,044累計

－－－22,64220,0002013年度

67.6－－14,57520,0002011年度

40.64,6385,0003,9965,0002009年度

15,957

－

10,130

－

－

－

23,381

－

8,267

23,281

9,143

9,142

9,997

消却金額(百万円)

20,000

－

10,000

－

－

－

30,000

－

8,234

24,954

8,357

6,633

7,226

消却株数(千株)

67.214,98020,0002010年度

70.8－－2008年度

61.812,62110,0002007年度

25.3－－2006年度

22.5－－2005年度

17.1－－2004年度

50.88,56610,7122003年度

229.423,10729,9282002年度

165.48,2678,2342001年度

152.023,28124,9542000年度

51.49,1438,3571999年度

86.79,1426,6331998年度

90.39,9977,2261997年度

株主還元率(％)取得金額(百万円)取得株式(千株)

1,204.3162.79

1,097.5552.44

1,016.3451.75

998.2146.01

903.3218.34

997.2049.89

1,077.8551.20

1,019.1544.24

875.9349.41

831.7637.20

721.3316.56

742.7310.26

792.1623.73

650.9534.14

627.6420.12

587.5620.39

ＢＰＳ（円）ＥＰＳ（円）

1997年度以降、継続的に自己株式取得を実施し、2012年度までに161百万株を取得

2013年度第1四半期には、20百万株の自己株式を取得（取得総額226億円）

株主還元② ～自己株式取得、EPS･BPSの推移～

20

※2013年度自己株式取得額は
第1四半期までの実績
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計 数 計 画 の 概 要

－

８２．７％

６４．８％

６８．６％

６８．９％

６５．４％

６４．９％

６５．１％

８４．１％

７１．４％

６６．９％

進捗率

＋３，７２２億円＋４，５００億円預金等平残増加額

５４．８％

＋３，４３９億円

７５５億円

１，２７５億円

１，３４８億円

１，５９８億円

２，９４５億円

９４２億円

１，４０１億円

４，０８２億円

11～12年度
迄実績累計

＋５，３００億円貸出金平残増加額

中長期的に５０％以上株主還元率

当期純利益

経常利益

実質業務純益

経費（△）

業務粗利益 ４，５２０億円

２，４６０億円

２，０６０億円

１，８５０億円

１，１００億円

６，１００億円経常収益

１，１２０億円当期純利益

１，９６０億円経常利益

11～13年度
計画累計

単
体
単
体

連
結
連
結

第11次中計で掲げた計画（3年間の累計）に対する利益目標・株主還元目標の進捗状況は概ね順調

第11次中期経営計画「MIRAI～未来」の進捗状況

21



３３０億円

２兆８８７億円

実行金額

８６，３０４件中小企業向け貸出

１，９９２件

貸出明細件数

住宅ローン

事業性貸出取引先数に占める
対象先の比率 7.2％

金融円滑化法による開示（09年12月～13年3月の累計実績）

１０９億円

２億円

１０７億円

一般貸倒引当金残高

４３億円９５０億円３，０３７億円２，９９５先中小企業向け貸出

０億円３４億円１４７億円９１７先住宅ローン

合 計 ４３億円

予想損失額（EL）

９８４億円

うち非保全額

３，１８４億円

対象先の貸出金残高

３，９１２先

対象先の貸出先数

対象先の予想損失額(ＥＬ)は
43億円と、一般貸倒引当金残高
109億円の範囲内

＜貸出条件変更の実行状況＞

この開示には､ 同一取引先の複数明細がカウント
されている
また、期限一括返済の貸出金の継続についても
継続の都度､貸出条件変更件数･金額に計上される

※１ 本表の中小企業にはアパートローン
を含む

対象先 ･･･債務者区分 要注意先以上
かつ､約定弁済を軽減した貸出条件変更
を実施した先

対象先の貸出金残高 3,184億円
総貸出金に占める比率 4.6%

うち非保全額 984億円
（ 同1.4％）

※２ 住宅ローンの非保全額は､当行回収実績
をもとにした保全率により算出

※1

※2

上記のうち、「約定弁済を軽減した貸出条件変更先」の状況

貸出金 ～中小企業金融円滑化法による貸出条件変更先の状況～

22



2,865

4,936

59

1,000

2,246

3,046

12年
3月末

2,860

4,901

44

942

2,261

3,070

13年
3月末

＋9

△263

△504

△751

＋467

＋659

08年
3月比

うち行員 548

1,693営業店バック・アシスト

うち行員 1,794

2,411営業店フロント

5,164全従業員（派遣等を含む）

2,851うち行員

08年
3月末

人員の推移

BPRへの継続的な取組みにより、総人員を増加させずにフロント人員を捻出 ⇒ トップラインの持続的な成長へ

08年度 09年度 10年度

預金・為替業務

公金・代理業務

出納業務

営業店における業務量削減

（人）

※07年度の業務量を100とした場合

10年度 11年度 12年度 13年度（目標）　

100％ 80％

52％
40％

住宅ローン業務にかかる処理時間の削減

△23％

△57％

△20％

△48％

△60％

〈第9次中期経営計画〉

ＩＴ投資、集中処理のBPRへ着手

・新営業店端末の導入

・融資支援システムレベルアップ

・融資事務の集中処理

（記帳事務･債権書類の集中保管 等）

〈第10次中期経営計画〉

IT投資による効率化、集中処理の拡大

・営業店バック業務量を6割削減
・バック人員をフロントへ再配置

トップラインの成長

〈第11次中期経営計画〉

フロント業務の生産性向上へ拡大

・住宅ローン営業担当者の
業務処理時間を6割削減

トップラインのさらなる成長

※10年度の業務量を100とした場合

生産性の向上① ～ＢＰＲへの取組み～
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68,217 68,247
68,886

71,191
72,053

74,869

76,156

77,572

79,877

3,077
2,953

2,881 2,851 2,841 2,874 2,855 2,865 2,860

4,646

4,975

4,757

4,976

5,161
5,2735,289

4,936 4,901

04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度

預金等平残の推移

生産性の向上により、経費を抑えながら、利益、貸出金、預金の安定的な成長を実現

貸出金平残の推移

50,163

51,862

54,922

62,752
61,432

57,912

63,256

65,177

66,694

1,233 1,243

726 732 741
777

796 793
810 811

787

1,335
1,365

1,483
1,463

1,520
1,487

1,514

04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度

経費経費

業務粗利益業務粗利益

生産性の向上
フロント人員の増加
営業投入時間の捻出

営業成果の獲得

第9次中計 第10次中計 第11次中計 第9次中計 第10次中計 第11次中計

（億円） （億円/人）

※派遣等を含む

全従業員数全従業員数

行員数行員数

生産性の向上② ～生産性向上による成果～
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2013年度上半期のリスク資本配賦額は6,842億円、うち信用リスク1,586億円、市場リスク3,710億円、
オペレーショナルリスク237億円、バッファー資本1,309億円を配賦

リスク資本使用額は、貸出金（信用リスク）564億円、トレジャリー部門2,059億円等

（うち海外店）

（うち政策投資株式）

１００％２３７２３７ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ

４２％

－

５３％

４４％

（４１％）

（７２％）

５１％

５０％

２，９０６５，５３３小 計

２，９０６６，８４２合 計

－

４７

（２１）

（１，１３８）

２，０５９

５６４

（５０）

（１，５８６）

ﾊﾞｯﾌｧｰ資本等

連結子会社

ﾄﾚｼﾞｬﾘｰ部門

貸出金（信用ﾘｽｸ）

４，０５５

１０５

１，３０９

１，１３６

リスク資本
配賦額

リスク資本
使用額配賦原資

・リスク資本使用額＝〈貸出金〉 │ＵＬ│＋不良債権処理額＋ＣＶＡ

〈投資有価証券〉│VaR│

〈その他市場性取引〉│VaR│

・中核的な自己資本＝ バーゼルⅢ普通株式等TierⅠ

・バッファー資本は、巨大地震等非常時や計量化できないリスク等への備え

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ
２３７

市場ﾘｽｸ
３，７１０

ﾊﾞｯﾌｧｰ資本等
１，３０９

信用ﾘｽｸ
１，５８６

中核的な自己資本
６，８４２億円
(13年3月末基準)

（億円）

リスク資本
使用率

リスク資本配賦
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資本政策 ～ユーロドル建ＣＢの発行～

26

ユーロドル建ＣＢの概要

株主価値の希薄化防止に向けたスキーム

0％（ゼロコスト）クーポン

法人取引先の海外進出や海外事業の拡大などを背景とした外貨建貸出金需要の高まりに
対応するとともに、貸出資産の積み上げを通じて当行の成長戦略を実現する

発行の目的

年限

発行額

5年

５億ドル

[発行の概要]

2013年4月、邦銀初のユーロドル建ゼロクーポン転換社債型新株予約権付社債を発行

希薄化を抑制する条項を付与するなど、負債性を高めた商品設計とした

株価

（米ドル建）

条件決定時株価
（11.40ドル）

転換価額
（13.46ドル）

転換可能価額
（17.49ドル）

転換制限条項 転換可能領域

アップ率

130%転換

制限条項

取得可能
期間

４年９ヶ月
（3ヶ月前）

満期

米ドル建株価

① 転換制限条項（CoCo条項）

発行から4年9ヶ月間は転換価額の130％を

一定期間超えない限り転換請求権を制限する

② 額面現金決済条項

4年10ヶ月以降（残り3ヵ月）に株式転換が生じた場合、

額面部分についてはドル現金を交付し、パリティ(※)が

100を超える部分のみ株式を交付する

※ドル建株価÷転換価額

③ 自己株式取得（20百万株）

資本効率の向上を通じて潜在的な希薄化の影響を相殺

【希薄化防止スキームの概念図】



グループ会社（連結子会社11社）は、
経常収益１３０億円（前年同期比＋１２億円）、経常利益２５億円（同＋９億円）を計上

４

１３０

１１

４

２

２

２３

１

４

５

１０

６４

２

経常収益

＋１

＋１２

＋０

＋０

△５

＋１

＋１２

＋０

＋０

＋０

△１

＋３

＋１

前年同期比

０

２５

０

０

０

１

１２

１

１

４

０

５

０

経常利益
前年同期比

△０為替送信･代金取立等の集中処理業務等静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ㈱

＋０経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

△０ﾘｰｽ業務静銀ﾘｰｽ㈱

△０ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連業務、計算受託業務静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱

＋０信用保証業務静銀信用保証㈱

△０ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ㈱

＋０株式公開支援業務、中小企業再生支援業務静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

＋９金融商品取引業務静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱

＋１銀行業務・金融商品取引業務欧州静岡銀行

△０有料職業紹介業務等静銀総合ｻｰﾋﾞｽ㈱

△０銀行担保不動産の評価･調査業務等静銀ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱

＋９合 計 （11社）

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務

主要業務内容

△０静銀ｾｿﾞﾝｶｰﾄﾞ㈱ ※

会社名

※持分法適用関連会社、平成19年4月開業

(億円)

グループ会社の状況
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業績予想

本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を

保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意

ください。

〔本件に関するご照会先〕

株式会社 静岡銀行 経営企画部ＩＲ担当（松永）

ＴＥＬ：０５４－２６１－３１３１（代表）

０５４－３４５－１１１６（直通）

ＦＡＸ：０５４－３４４－０１３１

Ｅ‐ｍａｉｌ：kikaku@jp.shizugin.com
ＵＲＬ：http：//www.shizuokabank.co.jp/


